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２０２２年１２月２０日発行 

＊ 今号は、①西山勝夫顧問（滋賀医大名誉教授）のお話「戦争とディーセントワーク～大軍拡にどのように

抗うか」、②編集部が独断で選んだ２０２２年の１０大ニュース＋α、③情報ボックス、④いの健・ロー

アン２０２３年の主なとりくみです。 

Ⅰ 戦争とディーセントワーク～大軍拡にどのように抗
あらが

うか 

この項は、１２月１４日、いの健京都センター２０２２年度第２回理事会において、西山勝夫顧問（滋賀医大名誉教授）

がお話をされた「戦争とディーセントワーク～大軍拡にどのように抗うか」を、編集部の責任で要約したものです。 

私は１９９８年の働くもののいのちと健康を守る全国センター創立以来の個人会員で、２０世紀末に

は全国センターに設けられた国際労働安全衛生研究会に参加していました。当時、１９９９年の第８７

回のＩＬＯ(国際労働機関、国連機関の一つ)の総会でディーセントワークが活動の主目標と位置付けら

れました。これを受け、２００９年の全国センター総会で、「労働と戦争のつながりは歴史的に見てもき

わめて深い関係がある」「平和・軍縮なくしてはディーセントワークなし」と日本から発信・提案をして

いきましょうということになりました。 

その後、「戦争とディーセントワーク」の問題については、ＩＬＯでは、２０１５年の総会(第１０５

回）で１９４４年の雇用（戦時より平時への過渡期）第７１号勧告が見直され、今年の総会では事務局

長（ガイ・ライダー、英国）がロシアのウクライナ侵攻を念頭に、「戦争に訴える者は社会正義を否定」

という開会スピーチを行っています。しかし、ＩＬＯが、１９１９年の設立時に掲げた「世界の永続す

る平和」の実現にＩＬＯがどれだけ貢献できたかは疑問です。というのも、ＩＬＯは、軍事的性質の作

業・軍需産業労働・軍事労働・戦争に加担する労働・戦争準備に貢献する労働の禁止の政策をいまだ示

していないからです。日本では「戦争の放棄」を定めた憲法が歯止めとなっています。先日サッカーワ

ールドカップ戦で日本が負けた中米のコスタリカも日本と同様の憲法を持っていますが、日本と違って

実際にも軍隊がないために戦争の不安がなく、教育費も医療費も無料で学業や労働に励むことができて

いるという話もあります。 

日本は、憲法に違反する、世界有数の軍事力を有するまでになり、２０１３年には特定秘密保護法、

集団的自衛権閣議決定、２０１５年には防衛省安全保障技術研究推進制度、日本学術会議を軍事研究の

道に引きずり込む企て、安全保障関連法、２０１６年には国民保護法、２０２０年には日本学術会議会

員の任命問題、2022年には経済安全保障推進法、敵基地攻撃、安保 3文書改定、日本学術会議会員の選

挙への第三者の参加など、大軍拡と総動員体制という具合に戦争にどんどん向かっています。大学では

文部科学省の予算が減らされる一方、軍事研究費予算が増え、やがてそれに麻薬のように依存していく

と警鐘が鳴らされています。 

しかし、このままの情勢では、軍事研究に限らず、労働面でも、大軍拡と総動員体制により、軍事的

性質の作業・軍需産業労働・軍事労働・戦争に加担する労働・戦争準備に貢献する労働がますますはび

こり、深く根を張り、働く人々の労働や生業に対して、軍事に役立つか、あるいは軍事に不利かどうか

が問われるプレッシャーが増すでしょう。その意味で、２００９年の私の全国センター総会での「平和

的労働」の呼びかけは甘かったのではないかと反省しています。知らず知らずのうちにあるいは見ぬふ

りで巻き込まれていくのは恐ろしいことです。「後方戦力の労働力」となった戦中の労働の反省に立っ

て、現在およびこれからの足元の労働を深く問い直し、大軍拡と総動員体制に抗っていくことは、戦争
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に加担することの無い労働社会の実現につながるものとして前向きに捉え、取り組むべきです。この取

り組みについては「戦争の放棄」を定めた憲法を有する日本に最も適っており、日本からこそ国際的に

も発信していくべき課題として、知恵と力を注ぐべきではないでしょうか。 

私はこのことを先日の全国センターの総会でさきがけとして大きな志を持って取り組まれることを

期待しますと述べました。これは京都センターの皆様にも当てはまると思います。過去に目を閉ざして

はならないと戦争と医学の検証に取り組んできた私の経験から、差し当たってはかつての戦争中の労働

の検証が不可欠ではないかと考えています。日本が宣戦布告無しの日中戦争、アジア・太平洋戦争に進

んでいったとき、日本の労働や生業は戦争なしには成り立たない抜き差しならぬ状況に陥っていたので

はないでしょうか。そうなってしまうと実際に戦争をやめることは容易でない社会になっていることを

歴史が示しているのではないでしょうか。一億総懺悔と言われたかつての戦争に巻き込まれていた日本

の労働といのちや健康の史実・歴史上の事実はどれだけ解明され・知られているでしょうか。塗炭の苦

しみを二度と舐めないようにするために、私は戦争と京都・ふるさとの労働というテーマで京都におい

ても振り返られないかと考えたりしています。いかがでしょうか。 

 

Ⅱ 編集部が独断で選んだ２０２２年の１０大ニュース＋α 

 今年２０２２年もあと少し―編集部の独断で今年の１０大ニュース＋αを選んでみました。 

① 長引くコロナ、第８波に突入 

 最近の感染状況；世界（米ジョンズ・ホプキンス大学調べ、１２月１９日現在）；感染者累計６億５，

１６６万３,９４３人、死亡者累計６６６万５,９２９人、日本（厚生省発表、１２月１９日零時現在）；

陽性者累計２,７１８万７,３９４人、死亡者累計５万３,４９９人、最新の７日間の新規陽性者数１５

万６百人（今週先週比１.２２倍） 

② ロシアによるウクライナ軍事侵略 

 ２月２４日始まったロシアによるウクライナに対する軍事侵略で、ロシアとウクライナの死傷者数は

それぞれ１０万人を超えたとされる（１１月９日、米軍発表）。ウクライナの民間人の死者も４万人、行

方不明者は１．５万人を超えた（１１月２４日、ＩＣＭＰ・国際行方不明者機関発表）。１５００～３０

００万のウクライナ難民（海外避難者７８０万以上）が生まれている（ウクライナ国民は２０２１年４

３８１万人）。国際社会は圧倒的にロシアの蛮行を非難している。 

国連総会緊急特別会合における対露非難決議採択結果 

 賛成 反対 棄権 欠席 

軍事行動の即時停戦要求決議（３月２日） １４１か国 ５か国 ３５か国 １２か国 

ウクライナ東・南部４州「併合」非難決議（１０月１２日） １４３か国 ５か国 ３５か国 １０か国 

③ 円安・物価高が国民生活を襲う 

 １０月２０日、１ドル＝１５０円越え（この間日銀は９．２兆円もの円買い介入）。２０２２年１０月

の消費者物価指数は前年同月比で３．６％の上昇；第二次オイルショック（１９７９～８０年）以来４

０年ぶりの急激な物価の高騰。２人以上の平均的世帯で年間１３．１万円もの負担増に（しんぶん赤旗

の試算）。 

④ 安保３文書の閣議決定～敵基地攻撃能力の保有、大軍拡・大増税 

 １２月１６日、岸田内閣は、「国家安全保障戦略」など安保３文書を閣議決定した。歴代内閣が違憲と

してきた敵基地攻撃能力（「反撃能力」）の保有を宣言。軍事費をＧＤＰ２％に、２０２３～２７年度で

総額４３兆円と明記。 
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⑤ 安倍元首相の暗殺（７月８日）、国葬の強行（９月２７日）、統一教会問題 

 ７月８日、安部元首相が銃撃され死亡した。９月２７日、岸田内閣は、国民世論の強い反対をおしき

って、安部元首相の「国葬」を強行した。秋の臨時国会で、統一教会による「被害者救済法」が成立し

たが、極めて不十分な内容だった。引き続きⅰ.実効ある救済制度の実現、ⅱ.統一教会に対する「解散

命令」の請求、ⅲ.自民党と統一教会の癒着の解明が必要。 

⑥ 気候変動問題 

 １１月６～２０日エジプトで開催されたＣＯＰ２７（国連気候変動枠組み条約第２７回締結国会議）

では、気候変動による損失と被害に対する「基金」の設立では合意したものの、温室効果ガスの排出削

減強化では合意に至らず。２０３０年までに「２０１０年比で４５％削減」が必要とされていたが、国

連の集計では、各国の削減目標を集計すると「２０１０年比で１０．６％の増加」となり、このままで

は今世紀末には産業革命時に比べて２．５℃上昇し、２０１５年のＣＯＰ２１「パリ協定」の１．５℃

目標を達成できないと警告している。 

 日本の目標は「２０１３年比４６％削減」で、「２０１０年換算で４２％削減」で国連の４５％削減目

標よりも低い。しかも原発に固執（原発運転期間の最長６０年の延長と次世代型原発の開発・推進）し、

石炭火電を増設しようとしている！ 

⑦ 世界の人口８０億人突破 

 １１月１５日、国連人口基金は、世界の総人口が推計で８０億人を突破したと発表した（２０１１年

に７０億人を超えてから１１年間で１０万人の増加）。国連によれば、１９５０年に２５億人だった世

界人口は１９８７年に５０億人に。今後２０３０年に８５億人、２０５０年に９７億人となり、２０５

８年に１００億人を突破し、２０８０年代には約１０４億人のピークに到達すると予想。現在アジア圏

に４４億人が住み、中国とインドが共に１４億人を超え、来年インドが中国を抜いて世界最多の人口大

国に。今後サハラ砂漠以南のアフリカ諸国が人口増加の中心になるとともに、日本を含む６１の国・地

域では人口減に陥ると予想。 

⑧ 引き続き世界的にみて最も遅れている日本のジェンダー平等 

世界経済フォーラムが発表した「ジェンダーギャップ指数２０２２」によれば、日本は調査対象１４

６か国中１１６位！－Ｇ７で最下位だけでなくて、東アジア・太平洋地域でも最下位！（タイ７９位→

ベトナム８３位→インドネシア９２位→韓国９９位→中国１０２位→日本１１６位）、ちなみに１位は

アイスランド 

⑨ ４月の京都府知事選挙で梶川憲京都総評議長が候補者として大活躍。７月の参議院選挙では自公が

改選過半数を獲得し、改憲勢力が改憲発議に必要な２／３以上を維持 

⑩ ＩＬＯ１５５号条約と１８７号条約がＩＬＯの中核的労働基準に 

 今年のＩＬＯの年次総会で、「安全で健康的な労働条件で働く権利を定めた職業上の安全及び健康に

関する１５５号条約」（１９８１年採択・日本未批准）と「職業上の安全及び健康を促進するための枠組

みに関する１８７号条約」（２００６年採択・日本批准済）が、すべてのＩＬＯ加盟国が遵守しなければ

ならないとされるＩＬＯの「中核的な労働基準」に加えられた（発効は２年後）。日本がまだ批准してい

ない１５５号条約では、労働者に「自己の生命又は健康に急迫した重大な危険をもたらすと信じる合理

的な理由のある作業状態から退避する権利」を認めている。 

⑪ （記憶に新しいところで）サッカーのワールドカップでアルゼンチンが３６年ぶりにＶ 

日本はドイツ・スペインを破って第１次リーグ突破もベスト８入りならず。一方で出稼ぎ労働者６千

５百人の死亡などもあり、「汚職と人権侵害、ＬＧＢＴＱ（性的少数者）と女性に対する弾圧の上に成り

立った大会」「Ｗ杯の勝者はいない。人権はすでに負けていた」という声も…。 
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Ⅲ 情報ボックス 

１ 内部留保５００兆円突破：１２月１日、財務省は「７～９月期の法人企業統計調査結果」を公表；

資本金１０億円以上の大企業の内部留保は前年同期比６．５％増の５０５．４兆円とはじめて５００兆

円の大台に。２０１２年７～９月期と比べると、売上高は９．９％しか増えていないのに、経常利益は

７７％増、内部留保は５７．３％増、役員報酬は２７．６％増だが、労働者の賃金は７．４％増にとど

まる。 

２ 解雇時の解決金額・期間：労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）の調査〔＝２０２０年から２１

年までの２年間に終局した解雇等の紛争事件（労働審判７８５件、民事裁判における和解２８２件）が

対象〕によれば、解決金額は労働審判で２８５万円・６か月分、民事裁判の和解で６１３万円・１１・

３か月分（いずれも１万円から２０００万円と幅が広い）、解雇時からの解決期間は労働審判では３月

以上９月未満が６割、民事裁判の和解では１年以上３年未満が７割。 

３ 厚労省「２０２２年の就労条件総合調査結果公表（１０月２８日）； 

① 年次有給休暇の取得状況：労働者一人平均付与日数１７．６日、平均取得日数１０．３日、平均取

得率５８．３％（１９８４年以降過去最高） 

② 変形労働時間制を採用している企業は６４．０％；１年変形３４．３％、１カ月変形２６．６％、

フレックス８．２％。 

③ みなし労働時間制を採用している企業は１４．１％；事業場外みなし１２．３％、専門業務型裁量

労働制２．２％、企画業務型裁量労働制０．６％。みなし労働制の適用を受ける労働者は、事業場

外みなし６．５％、専門業務型裁量労働制１．２％、企画業務型裁量労働制０．６％ 

④ 勤務間インターバル制：導入企業５．８％、予定 or検討１２．７％、予定も検討もない８０．４％ 

⑤ 定年制の状況：定年年齢６５歳以上２４．５％、勤務延長制ありで最高雇用年齢６６歳以上３１．

７％、再雇用制ありで最高雇用年齢６６歳以上２２．０％ 

 

２０２３年いの健・ローアンの主な日程 

２月 

 ４日（土）メンタルサポート京都公開講座２０２２「コロナ禍のストレスと働く人のメンタルヘルス」（午

後１時３０分～、ラボール京都４階第１２会議室） 

１５日（水）京都総評２０２２年度第１回労安対策委員会（労安担当者会議）学習会「治療と仕事の両立支

援」（１９：００～、ラボール京都４階第７会議室） 

２３日（土）京都職対連第４０回定期総会（１３：３０） 

 ３月 

２３日（木）関西アスベスト京都第２次訴訟判決言渡し 

 ５月 

２７日（土）第２９回労働安全衛生学校 

 ７月 

 ８日（土）Ｓｔｏｐ！ザ・働き過ぎ！働き方を見直す京都集会（予定） 

＊ いの健京都センターは、１２月２８日（水）仕事納め、２９日（木）～１月４日（水）年末年始閉局、５日（水）仕事始めです！ 

 

【編集後記】長引くコロナ、円安・物価高騰、大軍拡・大増税の下、来年２０２３年は日本の憲法と平和そ

して未来、労働者・国民のいのちと健康にとって正念場＝がんばりどきの年となりそうです。働くものの

いのちと健康を守る運動の前進と飛躍の年にしたいものです。少し早いですが、よい年をお迎えください！ 


